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道内空港と道外空港を結ぶ国内路線に就航する航空機の小型化が進んでおり，その進捗に呼応するよう

に道内各空港での取扱貨物量が減少している．本研究は，道内空港と道外空港との路線のうち貨物輸送量

の多い羽田路線に着目し，航空機の小型化と取扱貨物量減少の関係や，それが空港周辺地域の経済活動に

及ぼす影響について把握および分析し，今後の改善方策の方向性について検討するものである． 
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1. はじめに 

 

国内線で使用される航空機は，近年急速に小型化して

おり，Boeing-737型機（以下B737）に代表される小型機

材への代替が進んでいる．このため道内各空港と羽田空

港をはじめ道外空港とを結ぶ国内路線において航空機の

小型化が進んでおり，その進捗に呼応するように航空貨

物の取扱量が減少している． 

本研究では道内空港に就航する国内路線のうち航空貨

物輸送量の最も多い羽田路線に着目し，航空機の小型化

と北海道発航空貨物輸送量の減少との関係，さらにそれ

が空港周辺地域の経済活動に及ぼす影響について把握お

よび分析する．その上で，今後の改善方策の方向性につ

いて提案する． 

なお，特段の標記のない限り，本報中のグラフ等は国

土交通省航空輸送統計年報のデータにより作成している． 

 

 

2. 航空機の小型化と道内航空貨物輸送の現状 

 

(1) 航空機小型化の現状 

近年の国内航空大手2社における機材の保有状況を見

ると，図-1に示すようにB747に代表される大型機が劇的

に減少する一方，B737に代表される小型機の増加が顕

著となっている．これは航空各社が，羽田空港再拡張に

よる発着回数の増加を見据え小型化多頻度の運航プラン

を進めるという経営上の戦略によるところが大きいと考

えられる1), 2)．その結果，図-2のように道内空港と羽田空

港をはじめ道外主要空港を結ぶ国内路線についても，運

航する航空機の小型化が進んでいる．航空機材コード別

の対象機種等は表-1に示すとおりである． 
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図-1 国内航空大手２社の使用航空機数の推移3) 
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図-2 航空機材コード別割合の推移(道内空港の着陸便数)4) 

 

表-1 航空機材コード 

コード 主な機種 ｺﾝﾃﾅ積載可否 

B CRJ 不可 

C 
B737, A320, DHC-8 

（ナローボディ機） 
不可 

（一部，可） 

D 
B767 

（セミワイドボディ機） 
可 

E 
B747, B777 

（ワイドボディ機） 
可 

 

表-2 国内線代表機種の提供座席数と貨物室容量 

機種 
提供 
座席数 

貨物室容量 

コンテナ積載量 
（個/仕様） 

容量（㎥） 

B747-400 568 32/LD1s 156.8 
B767-300 270 30/LD2s 102.0 
A300-600 292 22/LD3s 116.0 

A320 166 7/LD3-45W   31.5 
B737-400 156 搭載不可   31.1 
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図-3 道内路線1便あたり提供座席数の推移(羽田路線) 

 

また同様に，小型化の進展を道内空港と結ぶ羽田路線

の1便あたりの年間平均提供座席数の推移で示したもの

が図-3である．新千歳空港においては平成14年からの10

年間で450席/便から350席/便以下に，それ以外の道内空

港では300席/便から200席/便以下まで減少している．年
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図-4 道内空港発の航空貨物量の推移(羽田路線) 

 

間平均提供座席数の変化を機材分類で考えると，新千歳

空港においてはコードE（大型機）からコードD（中型

機）へ，新千歳空港以外の道内空港ではコードD（中型

機）からコードC（小型機）へ機材サイズが遷移した状

況を示している．竹林5)は羽田空港の滑走路容量の拡張

に伴う国内航空輸送市場の変化のメカニズムについて把

握することを念頭に置いて，旅客需要を対象に小型化・

多頻度化成立に関してエアラインの戦略に機材選択を組

み込んだモデルを提案している．また丹生ら6)は旅客需

要から国内航空路線の撤退と存続に関する判別分析を試

みている．これらの研究にもあるように，一般に航空会

社は旅客需要を指標として国内航空路線の参入・撤退の

判断や投入機材の選択を行っていると考えられる． 

 

(2) 道内航空貨物輸送の現状 

図-4は道内空港から羽田空港に輸送された航空貨物量

の推移を示したもので，道内全空港と新千歳空港，新千

歳空港を除く道内空港の合計を分けて表現している．こ

れによると新千歳空港以外の道内空港の貨物量は近年，

減少傾向を示しており，平成21年以降はその傾向がより

強まっている．一方，新千歳空港の貨物量は平成14年以

降，継続して増加傾向を示しているが，平成20年を境に

増加割合が減速している．このため道内全空港から羽田

空港に輸送された貨物量は平成21年をピークに減少に転

じている．  

 

(3) 航空機小型化と航空貨物輸送 

航空機の大きさは，概ね提供座席数により判断するこ

とができると考えられる．ここでは機材サイズと貨物量

の関係を把握するため，1便当たり提供座席数と貨物量

との関係を整理する． 

図-5は道内空港の代表例として，道東の釧路空港と帯広

空港の状況を示したものである．釧路空港では羽田空港

と結ぶ路線の提供座席数が平均で260席程度から10年間

で160席程度まで減少しており，それに従って貨物量も

減少していることが分かる．同様に帯広空港では，平成
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22年の平均250席程度から平成23年に160席程度まで一気

に減少しており，貨物量も急減している．両空港の提供

座席数の変化は，平均的な航空機材がコードD（中型

機）からコードC（小型機）のレベルまで遷移した，航

空機の小型化が進んだ状況を示すと考えられる．航空機

の小型化を航空貨物輸送の面から捉えると，航空機の下

部貨物室（ベリー）の荷積みスペース容量を減少させ，

積載可能な貨物量の減少とともに荷積み形式の制限を生

じさせる．特に釧路空港や帯広空港の例のように平均的

な機材サイズがコードDからコードCに変わると，コン

テナ輸送が困難となるため，貨物量が急減していると考

えられる．機材サイズの変化段階に差はあるものの，同

様な状況が道内各空港で見られており，コンテナ形式で

道外に輸送したくとも輸送できない状況が発生している
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 図-5.1 1便あたり提供座席数と発貨物量(釧路空港) 
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図-5.2 1便あたり提供座席数と発貨物量(帯広空港)  
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図-6 1便あたり提供座席数と発貨物量(平成13～22年)  

と考えられる．図-6は機材サイズと貨物量の関係につい

て，空港別に示したものであり，対象期間は平成13～22

年である．新千歳空港では1便あたり提供座席数が概ね

350～450席/便の範囲でおよそ3.5～5トン/便の貨物量であ

り，同様に稚内空港では180～280席/便の範囲で0.3～1.8

トン/便となっている．多少の振幅はあるものの，空港

毎に因らず機材サイズと貨物量は一定の関係を有してい

る．また両者の関係を近似する線は上に凸の曲線となり，

提供座席数が小さくなるほど貨物量の減少率が大きくな

っている．これは前述したように運航機材のサイズがコ

ードDからコードCに転換されるとベリースペース容量

が急減し，同時にコンテナの積載量も急減するためと考

えられ，特に道内空港に投入されるコードC機材はB737

が多いことから，コンテナ搭載が不可である状況を示す

ものと推測される． 

 

 

3. 航空機の小型化による地域経済活動への影響 

 

(1) 地域経済活動への影響の実例 

 北海道から航空機で道外へ輸送される品目の代表例と

して水産品と農産品があげられる．ここでは航空機の小

型化が水産品輸送に与える影響の実例として釧路空港を，

農産品輸送について帯広空港の例を紹介する． 

道東の太平洋側に位置する釧路・根室地域の主要産業

のひとつとして漁業があげられるが，捕獲直後に船上で

氷水の入った発泡スチロール製の保冷箱に箱詰め，梱包

し，帰港後すぐに出荷して高い品質と鮮度を保持したま

ま航空機を利用し関東方面を中心に空輸されているサン

マは，全国的に知名度の高いブランド品となっている．

これまで，釧路空港の羽田路線に中型機が就航していた

際は，コンテナ積載が可能であったため，コンテナ内に

受け皿を設置することにより比較的容易に防水対策を施

して輸送されていた．しかしながら，小型機に切り替わ

ることでコンテナ積載が出来なくなり，小型機を利用し

ようとする場合はバラ積み扱いで輸送するため保冷箱を

ビニールで厳重に梱包するなど，慎重な漏水対策を講ず

ることが必要となり，加えて荷積みスペースの狭隘化に

より搭載可能量も減少することとなった．このように釧

路空港では小型化によりブランドサンマの輸送準備段階

での作業手間が増加しているばかりでなく，輸送量の減

少により水産品の商圏の縮小を余儀なくされている． 

また帯広空港では羽田路線の機材小型化に伴い，十勝

地方からの生鮮野菜の輸送に支障が発生している．例え

ば贈答用として人気の高いアスパラガスは，これまで羽

田空港に向けて帯広空港から直接空輸することが可能で

あった．しかし平成23年2月に中型機から小型機に就航

機材が変更され積載可能量が激減したため，トラック輸



 

 4

送を経た新千歳空港経由での輸送に切り替わった．輸送

ルートの変更により，これまでどおり翌日までに配送先

に届けるためには，午後の集荷で間に合っていたものが，

集荷時間の相当な前倒しが必要となり，特に羽田空港で

積み替え関西以西の地域に運ぶためには夜間にアスパラ

ガスを収穫し箱詰め作業を行い，早朝にトラックに積載

して新千歳空港に向けて陸送しなければ間に合わなくな

った．これより遅い時間帯に新千歳空港に陸送しても，

関西以西には翌々日に配送されることになるため，フェ

リーを経由したトラック輸送と同じ配送日となり，航空

輸送による差別化が図られず，輸送コストの低廉なトラ

ック輸送が選択されることになる．前述の図-4で道内空

港から羽田空港向け貨物の全体量が平成21年以降減少し

ているが，このような羽田空港での積み替え貨物がトラ

ック輸送へ転換されたことも要因のひとつと考えられる．

このように帯広空港の小型化が進んだことにより，アス

パラガスの輸送に際して新千歳空港までのトラック輸送

料金の加算とともに集荷時間の前倒しが必要となってい

る．集荷時間の前倒しは農家等の就労環境に影響を与え

るとともに，集荷に間に合わせることが出来ない場合に

は，航空輸送により高い鮮度を保持することで付加価値

をつけたアスパラガスなど農産品の商圏の縮小を余儀な

くされることになる． 

 

(2) 地域経済活動に及ぼす支障事項 

釧路空港や帯広空港の実例からも分かるように，道内

空港における航空機の小型化は水産品等の輸送に関わる

時間やコストの増加をもたらし，表-3に示すような支障

事項を発生させている．両者の影響が限界値を超えると，

商圏の縮小（例えば関西以西への輸送を断念）や荷主の

意欲を大きく低下させ，地域の経済活動に多大な打撃を

与えることになる． 

 

 

4. 対応方策の方向性 

 

(1) 機材選択の判断指標への貨物需要の導入 

 前述したように，一般に航空会社は旅客需要を指標と

して国内線における投入機材の選択等を行っていると考 

 

表-3 輸送時間と輸送コスト増加に関わる支障事項 

輸送時間の増加 輸送コストの増加 

・発送時間の制約（集荷時刻

の前倒し，航空便の選択肢

の縮小） 
・鮮度の劣化による商品価値

の低下7) 

・他空港（新千歳空港等）ま

での陸上輸送の追加 
・準備段階における手間の増

加 

・商圏の縮小 
・荷主の意欲低下 

えられる．航空貨物需要を相対的に重視しない理由とし

て，石倉ら8)は，航空貨物需要はその予測に伴うリスク

の大きさと，不確実性に起因して正確な需要の期待値の

予測が可能であると仮定しても，分散の大きさが航空会 

社にとってリスクになることを指摘している．この指摘

は地方空港における国際航空貨物路線についてのもので

あるが，国内線の航空貨物についても同様のリスクが存

在するため，これまでベリーを利用する貨物需要がある

にも関わらず，これが十分に考慮されず旅客需要により

機材選択が行われてきたと考えられる． 

ベリーによる貨物輸送が路線誘致などでほとんど考慮

されていないことについては，轟9)も指摘している．し

かしながら道内空港については航空機の小型化以前に取

り扱っていた貨物実績があり，新たな貨物需要の発掘な

どを伴う将来的な貨物需要の予測に基づくのではなく，

小型化以前の実績値の範囲内での貨物需要を旅客需要と

ともに機材選択の判断指標に用いて，コンテナ搭載が可

能な機材の運航に必要な収益の確保が可能となれば，航

空会社にとってのリスク軽減が図られると考えられる．  

 

(2) コンテナ輸送対応機材確保の考え方 

図-7は，中型機などコンテナ輸送対応機材の運航実現

に向けた考え方を模式的に示したものである．一般に航

空会社は旅客需要のみを指標として国内線における投入

機材を選択していると想定されることから，航空機が小

型化された現在，旅客収入Pにより運航コストRに見合

う収益を確保していると考えられる．ここで機材を大型

化してコンテナ輸送対応機材を導入しようとすると，運

航コストの増加分ΔRに見合う旅客収入ΔPの収入増が

必要となる．このΔPに相当する収入を小型化以前に取

り扱っていた貨物を積載して得られる貨物収入の増加分

ΔDを加えた総貨物収入D’により補完するという考えで

ある． 

 

旅客収入；P ∆P

∆D

運航コスト；R’

貨物収入；D’

貨物収入D’による旅客収入の不足分∆Pの補完

∆R

D

R

 
図-7 コンテナ輸送対応機材の運航実現方策のイメージ 
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(3) 試算結果 

以上の考え方に基づき，近年，航空機の小型化が急速

に進んだ道内空港のひとつをモデルに試算を行った．試

算ケースは①年平均的な貨物量，②繁忙期の貨物量，③

繁忙期において使用する航空機を限定した場合の貨物量，

による3ケースとした．貨物輸送対象路線は羽田路線と

し，旅客運賃については国内主要航空会社2社の決算報

告を参考に，各年の旅客運賃単価の平均値を使用した．

また貨物運賃についても，同じ2社の航空貨物運賃算出

基準を参考に貨物運賃単価の平均値を使用した． 

モデル空港の貨物量は急激な小型化が起こった前年よ

り貨物量の減少の兆しが現れており，これは航空機小型

化を見据えて貨物の輸送ルートを変更したためと考えら

れることから，ケース①については貨物量の減少の兆し

が現れた年の直近数年間を対象にコンテナ輸送対応機材

導入後の1便あたり貨物量を算出して試算に用いること

とした．ケース②についてはモデル空港の月別貨物量を

参考に，ケース①と同期間のうち7～10月を対象にして

算出した1便あたり貨物量を使用した．またケース③に

ついてはケース②の対象期間において，小型化以前の輸

送状況から羽田空港向け貨物が1日のダイヤの中でも2往

復便（出発2便，到着2便）に集中すると仮定して算出し

た貨物量を用いた．なお貨物量は積卸貨物を対象とする

ことで，発着貨物量の偏りを平均化して取り扱っている． 

図-8に1便あたり収入の試算結果を示す．各年の旅客

収入については年平均収入とした．ケース①，ケース②

については貨物収入を加算することで，機材の小型化前

年の1便あたり旅客収入と同水準の収入となる．ケース

③では，1便あたり旅客収入の10年間ピーク年を上回る

収入になるという結果が得られた． 

以上の試算結果から考えられるコンテナ輸送対象機材

の運航戦略として，まずケース③に相当する繁忙期の最

も収入が得られやすい時間帯を対象にコンテナ輸送が可

能な中型機材を運航させ，実績を確認しながら徐々に運

航便数や期間を拡大していくという手順での対応が考え

られる． 

なお，LCCの参入や羽田空港滑走路容量の拡張に伴う

地方空港への新規航空会社の進出もあり，航空旅客料金

の低価格競争は地方空港路線でも激化している．このた

め運航収入に占める貨物収入の相対的な位置づけは，こ

れまで以上に高くなっていると考えられる．加えて旅客

に加えてベリーによる貨物輸送に着目して航空機材の導

入や路線維持を図ろうとする航空会社の取り組みが，ス

ターフライヤーの国内路線10)と復興航空など国際路線11)

の双方において見られるようになっていることも注目さ

れる． 

 上記では貨物収入に着目してコンテナ輸送対象機材の

運航可能性について述べたが，同機材が導入された場合，
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図-8 収入の試算結果 

 

結果的に提供座席数も増えることから，付加的な旅客収

入の増加も期待できる．例えば，当日に突然搭乗が必要

となるビジネス客の対応による収入増加である．田浦12)

も指摘しているようにビジネス客は普通運賃であっても

企業が負担するため，当人にとって割引運賃でないこと

はそれほど深刻な問題ではないと考えられる．また団体

ツアーの利用拡大も図られ，これらを付加的な旅客収入

と捉えれば，運賃もより柔軟に設定することが可能とな

り，他の航空会社との競争力の向上にもつながると考え

られる． 

 

 

 5. おわりに 

 北海道は本州など主要な消費地と海で隔てられている

地理的条件から，重量ベースで捉えた場合の貨物の主要

な運送手段は海運であるものの，生鮮食料品に代表され

る運賃負担力の高い貨物では航空輸送が利用されている．

道内における地方の主力産業は農業，漁業が中心であり，

航空貨物輸送を利用した鮮度保持により，付加価値を向

上させるような取り組みが北海道経済において重要とな

っている．しかし昨今の航空各社における戦略としての

小型化・多頻度化の流れから，航空コンテナが積載でき

なくなる上，航空機の貨物積載可能量が減少することに

より，これまで輸送してきた貨物の商圏そのものが縮小

する事態となっていることが明らかとなっている． 

今回の試算では，航空機小型化以前に取り扱っていた

貨物の輸送収入を積極的に収益として考えることにより，

航空貨物コンテナが積載可能な航空機を運航できる可能

性があることが分かった．しかしながら実際に当該機材

を運航させるためには，運航時の採算に見合う貨物利用

の確実性を高めるための荷主．地方関係自治体をはじめ

関係者の取り組みが重要となる． 

本研究が，航空輸送活用の面から北海道の地域経済活

性化に向けた手掛かりのひとつになれば幸いである． 
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STUDY ON AIR-CARGO INLAND TRANSPORT BY DOWNSIZING OF 
AIRCRAFT AT AIRPORTS IN HOKKAIDO 

 
Atsushi ITO, Sakae KATAOKA, Tetsuo TAKAGI and Mitsunari HIRASAWA 

 
Smaller aircraft are being used between Hokkaido and other airports within Japan.Therefore, handling 

volume of cargo at each airport in Hokkaido has been decreasing. In this study, we focus on the Haneda 
route, which handles the most cargo between each airport in Hokkaido, and analyze some relationship be-
tween using smaller aircraft and cargo volume, and the economic effects this is causing , and show the di-
rectivity of improvements. 


